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福井県文書館の設置経過について

An Overview of the Establishment of Fukui Prefectural Archives 

平野俊幸
Toshiyuki HIRANO 

要旨

福井県では、平成14年度中の開館を目指して福井県文書館を準備中である。最終的に移転

新築する図書館と併設の形で設置されることとなった県立公文書館であるが、昭和61年度の

基本構想の策定以降、計画の一時中断を経て、平成 7年度には基本計画の策定に漕ぎつけ、

ようやく平成14年度末の開館に至る見通しである。

当初計画では昭和64年に開館する予定であった県立公文書館が、この間10年以上にわたる

曲折を経ることとなった要因として、基本構想策定当時の全国都道府県における情報公開制

度設立の動向があげられる。福井県における情報公開制度の設立において、公文書公開条例

の制定とセットで県立公文書館の設置が計画されながら、結果として、後者が切り離されて

凍結されることになった。それを一言でいえば、わざわざ “公文書を入れる倉庫"を設置し

て県民が十分利用するのか、というものであった。

都道府県レベルでは全国28番目の公文書館が設置されることになろうが、基本構想と基本

計画との聞でなされた公文書館としての位置付けの変更、さらに単独館としてではなく、併

設施設として設置するという方針が、福井県における県立公文書館の設置に結実したものと

考えられる。

はじめに

福井県においては、平成14年度末の開館を
ぶんしよかん

めざして福井県文書館の建設が進められてお

り、順調に行けば、都道府県レベルでは全国

28番目の公文書館(文書館)が誕生すること

になる。

本稿では、福井県文書館設置に至る経過を

たどることにより、現在あるいは近い将来、

設置を計画している県や市町村における公文

書館設置論議の際に伺らかの糧となることを

期するものである。

本稿は、国立公文書館が主催した平成12年

度公文書館専門職員養成課程で修了研究論文

として提出したもののうち第 l章を改稿した

ものであり、福井県の公的見解を表すもので
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はないことを予め断っておく。

なお、後述するように、福井県では県立公

文書館(仮称)の名称で準備が進められてい

たため、本文においては「公文書館(仮称)J

の名称を用いることとする。

1.福井県公文書公開条例の制定と公文書館

1 -1 福井県公文書公開条例の制定

全国の都道府県と同様に、福井県において

も昭和50年代末から情報公開制度の創設をめ

ぐる動きが見られたが、そこで公文書館の論

議がなされた。

昭和60年10月に福井県情報公開懇話会がま

とめた『情報公開制度に関する報告書j(以下

『情報公開報告書』という。)では、 今後の課

題の一つを次のように述べている九「文書が

適切に保存され、 迅速かつ的確な検索ができ

る文書管理システムが整備されなければ、情

報公開制度に対する県民の期待に十分こたえ

るこ とができない。 そのため、県においては

公文書館の新設を含めた文書の体系的保存体

制の確立のための早急な検討が望まれる。」

また、制度そのものとは直接関係はないと

しながらも、「将来において歴史的価値を有す

るであろうと思料される公文書を保管、整理、

分析することを考えるべきである。そして、

この中には、現在、県史編さん事業の中で収

集されているいわゆる古文書も含まれること

になる。Jという形で公文書等の歴史資料とし
ての価値についても言及し、 最後には、 「これ

らの機能を総合的に果たすものとして、専門

の職員と施設を有する公文書館といったもの

の設置が必要ではないかJと述べて『情報公

開報告書j全体が締めくく らている。

なお、福井県公文書公開条例は、昭和61年

10月1日付で施行された。

1-2 県立公文書館(仮称)の基本構想

福井県公文書公開条例の制定は、福井県に

おいても公文書館の設置を意識させることに

なりへ 昭和61年5月に設置された福井県立

公文書館(仮称)建設基本構想策定委員会の

手で、 11月には 『県立公文書館(仮称)基本

構想に関する報告書j(以下、 『公文書館基本

構想』という。)が取りまとめられた。

この 『公文書館基本構想』が描く公文書館

像は、以下のとおりであった。

公文書館の目的は、「公文書の統一的な管理

と、利用しやすい検索システムが確立されj

るとともに「県民共有の財産として後世に残

していく ことをもあわせ考えた公文書の保

存」を行う機能を果たす施設で、その基本的

性格は、現用公文書を中心とした折衷タイプ

の公文書館を目標とすべきとしている3)。

収集対象文書は、県が作成した文書で完結

後1年聞を経過した現用公文書および添付書

類、県が作成した行政刊行物、 県が廃棄を決

定した文書(非現用公文書)で歴史的文化的

価値を有するものと専門的に判断されたも

の、歴史上の事実を証する文書(いわゆる古

文書)と想定している。

情報公開制度との関係は、情報公開制度の

円滑な運営のため、公文書が適切に保存され、

迅速かつ的確な検索が出来る文書管理システ

ムが整備されている施設として描かれていた

が、情報公開の窓口自体は公文書館内には設

けるものではなかった4)。

このように、『公文書館基本構想Jで描かれ
た公文書館像は、 ↑青報公開制度を支援するた

め統ーした公文書の保存、利用を図ることを

強く意織した文書倉庫の保管機能強化を中心

とするものであり、これに肉付けする形で歴

史的文化的価値を有する非現用公文書や公文

書以外の文書資料および古文書を併せて取り

f及おうとするものであった。しかし、このよ

うに描かれた福井県の公文書館像は、具体化

に一歩踏み出した時点で一度は頓挫の憂き目

を見ることになる5)。

1-3 建設基本計画の中止

昭和62年4月、前知事の勇退に伴い新知事

による新たな県政がスタートし、早速、政策

ヒアリングの場で 『公文書館基本構想』の具



体化も取り上げられた。しかし、知事からは、

公文書館の必要性および県民の利用状況につ

いて疑問が述べられ、これを機に公文書館建

設事業は一時中断される九

福井県の場合、戦災と福井地震によって戦

前の公文書のほとんどを失っており、歴史的

文化的価値を有するものとして収集対象の公

文書は戦後のものばかりであった。文書学事

課としては、公文書館を建設しでも現状では

利用度は低いものと考えられていた。

一方、昭和56年落成の新県庁舎は文書倉庫

面積が約360m'しかなく、文書管理の改善

(ファイリングシステムの徹底化)の実施に

伴い近い将来確実に満杯となることが見込ま

れるため、文書学事課としては新たに公文書

用の倉庫を確保する必要性を認識していた。

これらのことは、本県における公文書館設

置の計画自体が、当初は情報公開制度の施行

に伴う文書管理上の要請から出てきたもので

あり、それは文書倉庫の延長線上で行政のた

めに設置する施設という発想が根底にあった

ことを示している 7)。

しかし、国における公文書館法成立の動き

は、福井県の公文書館構想と相前後する形で

進んでおり、昭和62年12月に成立した公文書

館法は翌日年6月に施行された。これにより、

公文書館の役割は現用公文書の保管機能を重

視するもの(現用公文書保管庫)から非現用

の歴史資料として重要性を有する公文書を取

扱う施設という考え方が明確になった。

昭和63年4月7日付の地元新開『日刊福井』

に、「県公文書館先送り」と題された記事が掲

載された。そこでは、県立公文書館(仮称)

基本構想策定委員会の報告書が現用公文書を

中心にした収集、保管に力点を置いているの

に対し、文書学事課は歴史的、文化的価値の

ある公文書の保存に重点を置きたい考えで、

「保存年限一年ぐらいの現用公文書を置いて

おくのではただの倉庫に過ぎない。策定委員

会は現用公文書を集中管理する文書センター

のようなものを考えていたようだが、それで

は公文書館としてどうか……」とし、公文書
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館の基本的性格そのものの見直しが必要と県

が考えている旨掲載している。ここには、情

報公開制度に重きを置いた基本構想上の公文

書館像と公文書館法上に規定する公文書館像

との間で当惑する県の姿が垣間見えるヘ

2.県史編さん事業と文書館設置要望

2 -1 福井県史編さん事業と収集資料

福井県史編さん事業は、置県百年を記念し、

昭和53年4月に総務部文書学事課内に県史編

さん室が設置され(後に課として独立)、資料

編17巻 (19冊)、通史編6巻(6冊)、概説編、

年表編、索引編 ・県史編さん記録を発刊して

平成9年度に事業を完了した九

この県史編さん事業では、県内外の資料所

蔵者や機関から16万点余をマイクロフィルム

撮影し(約230万コマ)、このほか建築 ・絵図

等の写真約 1万点が収集された10)。これらの

質 ・量ともに豊かな情報量を誇る県史編さん

資料について、県史編さん課では、文化的な

県有財産として適切な管理のもとに県民・歴

史研究者の利用に供されることが望ましいと

考え、その公開 ・利用のためのシステムを速

やかに整えることが必要との認識は持ってい

たが、全体に遅れがちな県史編さん業務の中

で、具体的な取組みは文書学事課による公文

書館(仮称)基本計画の策定連絡会の動きを

待たなければならなかった11)。

福井県立公文書館(仮称)基本計画策定連

絡会の設置を受けて、県史編さん課では福井

県史編さん部会長会議名で意見書「県立公文

書館(仮称)について」を文書学事課長に提

出した。そこには県史編さん事業に携わって

きた研究者の立場から、望ましい公文書館の

基本的性格として、次の 2点、が提示された。

(1) 公文書館は、公文書 ・古文書をはじめ

とする文書資料とその他の資料(以下、

「公文書等」とする。)の調査・収集・整

理・保存・研究およびその一般への公開

を主な業務とする文化施設と位置付けら

れるべきである。
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(2) 公文書館は、福井県に関する歴史資料

について総合的に調査・研究し、歴史的・

文化的情報を発信する、地域歴史資料研

究センターとしての役割を果たすべきと

考えるl九

福井県立公文書館(仮称)基本計画策定連

絡会には、県史編さん部会長会議のメンバー

も参加していた。既に公文書館法が施行され

ているなど、『公文書館基本構想』の頃とは状

況が大きく異なる中で、意見の一部は『公文

書館基本計画』に盛り込まれた。

2-2 地元歴史団体の動向

ここで、公文書館の設置問題に関して、福

井県内の歴史研究団体の動向を確認しておき

たいが、地域に残された古文書等の保存に関

して、県内の歴史研究団体から資料保存のた

めの施設としての文書館設置を求める運動が

十分広がっていたわけではなかった13)。図書

館や郷土資料館でさえ県下全市町村が有して

いるわけではない福井県の状況では、文書館

の設置という発想自体なかなか生まれにく

かったのが正直なところであろう。

また、福井県の場合は、地元研究者の層の

薄さも考慮せざるを得ないであろう。福井県

内の高等教育機関は、 4年制大学では教育学

部と工学部の2学部しかなく(昭和53年度県

史編さん事業開始時点)、歴史研究者の絶対数

が他県と比べて少ないのは否めない。教育現

場にいながら歴史研究を続けている地元研究

者の多くは、県史編さん課に出向し、あるい

は県史編さん調査執筆員に委嘱され、県史編

写真 2 福井県文書館閲覧室(予想図)

さん事業に直接間接に携わることとなっ

た1九結果的として、在野の地元歴史研究団体

が地域資料の保存に勢力を注いだり、文書館

設置を見通した運動を行う側面が盛り上がら

なかったのは否めない。いず、れにせよ、福井

県における文書館設置の計画は、その内容は

ともかくも、全体として行政主導の中で行わ

れたのは事実であろう。

3.公文書館計画の再開

3 -1 現図書館の移転と併設館構想

昭和62年度以降、一時休止していた公文書

館建設事業は、県立図書館の移転新築問題を

機に具体化が進展した。昭和53年に建設され

た現図書舘は、蔵書数の増加で手狭になって

いたが、現敷地の狭隆性から新県立図書館構

想、では移転新築が課題となっていた。

文書学事課としては、他の県有施設を再利

用する形で単独施設として公文書館を整備す

る計画案も内部で作成していたが、現実には

困難であろうと認識していた15)。このため、平

成5年8月、文書学事課長は図書館を所管す

る教育庁生涯学習課長に対して、公文書館が

全国的には他施設との併設が多い状況や本県

の状況を考慮、して、将来の新図書館建設の際

に公文書館併設を申し入れた。

平成5年12月に、知事が県立図書館の将来の

あり方について教育長等と話を交えた際、新

図書館建設の際に、公文書館を新図書館と併

設させる意見に異論を唱えないとの考えが示

された。翌平成6年7月の政策ヒアリングの

場で、図書館と一緒に公文書館の建設が必要

であるとの報告に対して、知事は教育庁と総

務部で協議して進めるように指示した。これ

で足踏みしていた公文書館建設構想は再び前

進を遂げることになった。

3-2 公文書館基本計画

平成7年6月開催の定例福井県議会で、知

事は「公文書や資料等を県民共通の財産とし

て後世に伝えるための保存、利用施設である



県立公文書館(仮称)を整備するため、施設

の内容や運営方法等についての基本計画を策

定してまいりたいjと表明した16)。これを受け

て、同年7月には福井県立公文書館 (仮称)

基本計画策定連絡会が設置され、平成8年3

月には『福井県立公文書館(仮称)基本計画

報告書j(以下、 『公文書館基本計画』という。)

が策定、提出された。

『公文書館基本計画』において公文書館像は

どのように考えられたのであろうか。

「はじめにjでは、福井県立公文書館(仮称)

を「歴史的文化的価値を有する公文書 ・古文

書などを県民の共通財産として、安全な状態、

で保存し、適切な利用と調査研究を行い、県

民が県政と郷土の歴史を知る機会を提供し、

文化の発展に資する」ための施設と位置付け

ている。

「公文書館のあり方」については、3点述べ

られている。①公文書館は、歴史的文化的価

値を有する公文書 ・古文書等を保存し、閲覧

に供するとともに、関連する調査研究や普及

活動を行うことを目的とする。②公文書等を

県民が適切に利用でき、理解を深め、文化の

振興に資するため、保存、閲覧、展示、研修

会、講演会、調査研究等を行う。公文書等に

ついて歴史的文化的価値に通じた専門職員を

配置する。③県史編さん事業の基礎作業とし

て集められ福井県の歴史の解明のため極めて

重要な資料類を引き継ぐとともに、さらに資

料充実に努める。

特に、収集対象については、「県が作成した

歴史的文化的価値を有する公文書を収集す

る。古文書等については、寄贈 ・寄託・移管

の申し出により受け入れる。」としており、『公

文書館基本構想』の時のように、情報公開制

度を強く意識して現用公文書の文書管理を主

目的とした施設という位置付けからは変更さ

れている。

その後の経過を簡単に触れておこう。平成

9年度には併設する図書館と公文書館を合わ

せた建築基本設計が、翌10年度には実施設計

が策定され、埋蔵文化財の発掘調査に伴う計
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写真3 福井県文書館建設風景(右側の建物)

(2001年12月|臼撮影)

画年次のずれは生じたものの、土地造成を経

て平成12年11月9日には起工式が挙行され、

平成14年度中 (15年2月頃)の開館を目指し

て現場では槌音が響いている。

おわりにかえて

以上のよう に、福井県における公文書館設

置に至る経過から気づかされるのは、情報公

開制度との関係であろう。日本の文書館運動

にはいくつかの画期と呼ばれるものが存在し

ており、公文書館法の制定が一つの画期で

あったことは異論がないで、あろう 17)。これと

相前後する時期に、公文書館設置のための“便

法"として期待されたものに、地方における

情報公開制度の設置要求の高まりがあった。

しかし、福井県の場合、この情報公開制度と

表裏一体で公文書館設置計画が進みながら

も、結果的には公文書館の設置だけが途中で

暗礁に乗り上げる形となった。

『公文書館基本構想』策定当時の福井県で

は、情報公開制度との関連性を強調したこと

から、行政が一般的に受けとった公文書館の

イメージは、単なる現用公文書の保管庫の延

長線上の施設であった。まさにそれは“公文

書の館"(あるいは“公文書公開条例の館")

すなわち、“ハコ"(書庫)と公文書さえあれ

ば十分な施設という考えであったl九施設を

早急に設置するという点で、情報公開制度に

対する一般的要求の高まりを利用することは

一つの手段だ、ったかも しれないが、福井県に

おいては結実せず、結果的に回り道となった。
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開館まで1年を切り、施設の概要も姿を現

した今日に至り、なお感じるのは、行政にお

いて、一度出された方向性を変更することの

困難性である。加えて、今日もなお公文書館

(文書館)のイメージが一部の利用者だけの

ために多額の費用を浪する施設と見なされる

傾向は、本県に限ることではないであろう。

従来、公文書館がなかったため、その機能を

類縁機関が中途半端に果たしてきた結果、そ

の意義が一般には壊小化してイメージされて

いる場合もあるのかもしれない。真に公文書

館の果たす役割が一般に理解されることの重

要性とその困難さを切に感じる毎日である。

註

1 )今後の課題としてあげられた 3点は、情報公開

の総合的推進、制度の普及啓発、文書管理システ

ムの整備であった。

2 )昭和61年2月定例福井県議会の代表質問に対し

て、早期の公文書館設置をめざす旨の知事答弁が

なされた。 (r第251固定例福井県議会会義録J、昭
和61年2月、福井県議会)

3 )折衷タイプとは、公文書館タイプ (現用公文書

や行政刊行物を中心に収集、保存、利用している

施設)と古文書館タイブ(古文書等の歴史的文化

的価値を有する文献を収集、保存、利用している

施設)を併せ持っている施設とされた。

4 )情報公開と公文書館については、検討課題があ

ると認識していた。まず、情報公開制度上、公開

の可否の判断を各課所が行うことから情報公開窓

口を公文書館に取り込むことは困難であるとし、

実際に公文書のある公文書館と公開の可否の判断

をする各課所との調整を行うため、公文書館と情

報公開窓口との聞で意思疎通を図る必要性を指摘

している。また、永年保存文書の取扱いは、永久

に情報公開制度の対象とするか、一定年数を経過

した時点で公文書館の閲覧制度の対象にすべき

か、文書管理の基本的考え方を含めて庁内で専門

的に研究される必要を述べている。なお、公文書

館の閲覧制度においてもプライパシ一保護の問題

が生ずるため、情報公開制度における同種の問題

も参考にしながらさらに深く検討する必要がある

など種々の議論がなされた。

5 )当初の建設計画スケジュール(案)では、昭和

63年度中に建設工事を完了させ、昭和64年4月開

館予定であった。

6 )昭和62年3月に設置された公文書館建設計画委

員会の手で、 7月には県立公文書館(仮称)建設

基本計画の素案も一応取りまとめられたが、知事

の了解を得られないまま、要綱に規定する委員会

設置期限を迎え自動消滅するに至った。

7 )昭和63年策定の福井県新長期構想には、「公文書

館の建設など情報公開制度の充実を図り、関かれ

た県政を推進します。」と記されていた (r福井県
新長期構想-福井21世紀へのビジョン一美しくた

くましい福井を J P 253) 

8 )小口昌基 1<記者の目〉波紋広げる公文書館法
一自治体で高まる気運一J(r地方財務JNo409、1988

年)の中で、「最近の傾向として情報公開との絡み

で住民からの開示請求に備え、文書整理のために

施設整備する動きが目立つjと指摘し、その中で、

滋賀県公文書センターは情報公開の窓口を持つ

「各課の現用文書を預かる単なる文書庫」と位置

付けられているとした。次いで福井県については、

161年に滋賀県と同じ保管庫タイプの公文書館を

建設するよう求める審議会の報告を受けている

が、今回の法制定などの動きも受けて、 f建設時期

は未定だが、廃棄文書の保存を中心に、資料整理

機能を持った文書館タイプに方向転換するjとの

方針を決め」たとし、基本構想、の具体化が中止さ

れた理由を、公文書館の果たす役割の根本的見直

し (1方向転換J)が行われたためとしている。
9) r福井県史』索引・県史編さん記録、平成10年2
月

10)平成9年10月現在。註9参照

11)県史編さん課では、県史資料センター(県史資

料館)整備構想、が練られていた。これは、県史編

さん事業終了後も県史編さん課が入居するビルを

そのまま利用し、県史編さん事業で収集した歴史

資料を保存・公開するとともに関連する普及指導

事業を行うものであり、将来構想としては、県文

書館(公文書館)として本格的整備することが必

要であるとの認識をもっていた。 (1平成4年度懸

案課題」県史編さん課)

12)地域歴史資料研究センターとしての役割は、 具

体的に 7点あげられていた。①公文書等を受け入

れる体制が十分に整っていること。@公文書等に

関する情報を収集・ 蓄積するための資料調査が永

続的に行われること。③②に関連して、公文書等

を研究するための体制が整っていること。④調査

資料のマイクロフィルム・複製本などの代替物が

作製できること。([公文書等や代替物を公開でき



る体制が整っていること。⑥調査・研究の成果を

資料目録 ・研究紀要等の刊行事業や講演会、講習

会、展示事業等で公表すること。⑦本県の歴史・

文化に関する情報発信のための、将来における全

国的なインターネットへの接続やデータベース公

開を可能にする機能が整っていること。

13)管見の限り、地元歴史団体が発行した地域史雑

誌に公文書館(文書館)に関する論文等の掲載は

ない。

14)県史編さん事業の実働部隊である調査執筆員 6

部会105名の多くは、福井県内の学校に勤務する教

職員であった。
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15)具体的には、 4年制大学化に伴い廃校となった

福井県立短期大学校舎を再利用する案が検討され

ていた。

16) r第298回定例福井県議会会議録』平成7年6月、
福井県議会

17) r日本の文書館運動全史料協の20年 j、岩田
書院、 1996年

18)残念ながら、今日でも、公文書館には施設維持

管理のための予算と人員さえあればよいのではと

いう発想が県庁内に根強くある。これは、公文書

館がどのような役割を果たす施設であるかの認識

が十分でトないことを物語るものであろう。

基礎データシー卜

-機関 名:福井県文書館

・所在地:福井県福井市下馬町 ・小稲津町地係(開館前につき住所未定)

.電話/FAX:施設開館前につき未定

・ホームページ:開館前につき未開設

-交 通:開館前につき未定(バス停等交渉中)

・開館年月日:平成14年度中(平成15年 2月噴)

-設置根拠:開館前につき未定(条例による設置を予定)

・組 織:開館前につき未定

・建物(建設面積、延床面積):敷地面積70，246m'

延床面積3，119ぱ(併設の図書館を含めて18，436m')

・書架延長 :約12km(開館時約5.6km)

-主な所蔵文書:県史編さん事業で収集した古文書複製

.主な事業:開館前につき未定


